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市町村負担金条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令和８年６月１日

茨城県市町村総合事務組合  

組合長 松 丸 修 久

組合条例第２号

市町村負担金条例の一部を改正する条例

市町村負担金条例（昭和 50年組合条例第 16号）の一部を次のように改正する。

 別表第 2を次のように改める。

別表第 2

職員１人当たりの負担金額一覧表

医師，歯科医師又は薬

剤師としての経験年数

学校医・学校歯科医 学校薬剤師

補償基礎額

1 人当たり

の負担金額

（年額）

補償基礎額

1 人当たり

の負担金額

（年額）

5年未満
円

7,640

円

557

円

6,400

円

467

5年以上 10 年未満 9,213 672 7,333 535

10年以上 15 年未満 11,138 813 7,775 567

15年以上 20 年未満 12,293 897 8,750 638

20年以上 25 年未満 13,163 960 9,445 689

25年以上 13,650 996 9,838 718

（注）1人当たりの負担金額＝補償基礎額×    ×365

           

附 則

 この条例は，公布の日から施行する。

0.2

1,000
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事務局組織規則等の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

令和８年３月26日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 松 丸 修 久 

 

組合規則第２号 

事務局組織規則等の一部を改正する規則 

 （事務局組織規則の一部改正） 

第１条 事務局組織規則（昭和50年組合規則第３号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第２項中「課長補佐」の次に「，主査」を加える。 

  第４条第４項中「課長補佐」の次に「及び主査」を加える。 

 （職員の初任給，昇格，昇給等に関する規則の一部改正） 

第２条 職員の初任給，昇格，昇給等に関する規則（昭和50年組合規則第８号）の一部を次のように改

正する。 

  別表第１中「課長補佐」の次に「又は主査」を加える。 

 （職員の職の設置に関する規則の一部改正） 

第３条 職員の職の設置に関する規則（平成20年組合規則第２号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「課長補佐」の次に「 主査」を加える。 

   附 則 

 この規則は，令和８年４月１日から施行する。 
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情報公開条例施行規則等の一部を改正する規則をここに公布する。

令和８年３月31日

茨城県市町村総合事務組合  

組合長 松 丸 修 久

組合規則第３号

情報公開条例施行規則等の一部を改正する規則

 （情報公開条例施行規則の一部改正）

第１条 情報公開条例施行規則（平成19年組合規則第２号）の一部を次のように改正する。

  第８条第１項第２号ただし書及び第２項第１号中「日本工業規格」を「日本産業規格」に改める。

第11条第２項を削り，同条第３項中「第１項」を「前項」に，「郵送料を送付し」を「送付に要す

る費用を納付し」に改め，同項後段を削り，同項を同条第２項とし，同条に次の１項を加える。

３ 前２項の費用は，前納とする。

 第12条第１項中「郵送料」を「送付に要する費用」に改める。

 様式第１号中「郵送料」を「送付に要する費用」に改める。

 （個人情報の保護に関する法律等施行細則の一部改正）

第２条 個人情報の保護に関する法律等施行細則（令和５年組合規則第８号）の一部を次のように改正

する。

第９条第２項を削り，同条第３項中「第１項」を「前項」に，「郵送料」を「送付に要する費用」

に改め，同項後段を削り，同項を同条第２項とし，同条に次の１項を加える。

 ３ 前２項の費用は，前納とする。

  第10条第１項中「郵送料」を「送付に要する費用」に改める。

   附 則

 この規則は、令和８年４月１日から施行する。
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職員の休日及び休暇に関する規則等の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

令和８年３月31日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 松 丸 修 久 

 

組合規則第４号 

職員の休日及び休暇に関する規則等の一部を改正する規則 

 （職員の休日及び休暇に関する規則の一部改正） 

第１条 職員の休日及び休暇に関する規則（昭和 50 年組合規則第 6 号）の一部を次のように改正する。  

別表第１第28項中「始期に達するまでの子」の次に「（配偶者の子を含む。以下この項において同

じ。）」を加え，「負傷し，又は疾病にかかったその子の世話を行うことをいう。」を「負傷し，若

しくは疾病にかかったその子の世話，疾病の予防を図るために必要なものとして組合長が定めるその

子の世話若しくは学校保健安全法（昭和33年法律第56号）第20条の規定による学校の休業その他こ

れに準ずるものとして組合長が定める事由に伴うその子の世話を行うこと又はその子の教育若しくは

保育に係る行事のうち組合長が定めるものへの参加をすることをいう。」に，「養育する子」を「そ

の養育する中学校就学の始期に達するまでの子」に改める。 

  同表第31項を次のように改める。 

31 職員が骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血幹細胞移植のための

末梢血幹細胞の提供希望者としてその登録を実施する者に対して

登録の申出を行い，又は配偶者，父母，子及び兄弟姉妹以外の者に，

骨髄移植のため骨髄若しくは末梢血幹細胞移植のため末梢血幹細

胞を提供する場合で，当該申出又は提供に伴い必要な検査，入院等

のため勤務しないことがやむを得ないと認められるとき 

その都度必要と認める日

又は時間 

  同表中第33項を第34項とし，第32項の次に次の１項を加える。 

33 妊娠中の職員が請求した場合で，その者の業務が母体又は胎児の

健康保持に影響があると認めるとき 

当該職員が適宜休息し，

又は補食するために必要

な時間 
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 （会計年度任用職員の勤務時間，休暇等に関する規則の一部改正） 

第２条 会計年度任用職員の勤務時間，休暇等に関する規則（令和２年組合規則第４号）の一部を次の

ように改正する。 

 第12条中第１項を削り，第２項後段を削り，同項を第１項とし，同項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず，初めて採用された会計年度任用職員に対しては，その採用の日に，別

表第１の必要日数の区分に応じ，勤続年数の６月の欄に規定する日数のうち，５日（別表第１の勤

続年数の６月の欄に規定する日数が５日に満たないときは，当該規定する日数）の年次休暇を与え

ることができる。 

  別表第２及び別表第３を次のように改める。 

   別紙 

   附 則 

 この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 

別紙 

別表第２(第13条関係) 

事由 期間 

⑴ 会計年度任用職員が裁判員，証人，鑑定人，参考人等として国

会，裁判所，地方公共団体の議会その他の官公署へ出頭する場合

で，その勤務しないことがやむを得ないと認められるとき。 

必要と認められる期間 

⑵ 会計年度任用職員が選挙権その他公民としての権利を行使する

場合で，その勤務しないことがやむを得ないと認められるとき。 

同上 

⑶ 地震，水害，火災その他の災害により次のいずれかに該当する

場合で，会計年度任用職員が勤務しないことが相当であると認め

られるとき。 

 ア 会計年度任用職員の現住居が滅失し，又は損壊した場合で，

当該会計年度任用職員がその復旧作業等を行い，又は一時的に

避難しているとき。 

 イ 会計年度任用職員及び当該会計年度任用職員と同一の世帯に

属する者の生活に必要な水，食料等が著しく不足している場合

で，当該会計年度任用職員以外にはそれらの確保を行うことが

できないとき。 

7日の範囲内の期間 

⑷ 地震，水害，火災その他の災害又は交通機関の事故等により会

計年度任用職員が出勤することが著しく困難であると認められる

場合 

必要と認められる期間 
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⑸ 地震，水害，火災その他の災害又は交通機関の事故等に際し

て，会計年度任用職員が退勤途上における身体の危険を回避する

ため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合 

同上 

⑹ 会計年度任用職員の親族(別表第4の親族欄に掲げる親族に限

る。)が死亡した場合で，会計年度任用職員が葬儀，服喪その他

の親族の死亡に伴い必要と認められる行事等のため勤務しないこ

とが相当であると認められるとき 

親族に応じ同表の日数欄に掲げる連続する日数(葬

儀のため遠隔の地に赴く場合にあっては，往復に

要する日数を加えた日数)の範囲内の期間 

⑺ 妊娠中又は出産後1年以内の女性の会計年度任用職員が母子保

健法第10条に規定する保健指導又は同法第13条第1項に規定す

る健康診査を受ける場合 

妊娠満23週までは4週間に1回，妊娠満24週から

満35週までは2週間に1回，妊娠満36週から分べ

んまでは1週間に1回，産後1年まではその間に1

回(医師等の特別の指示があった場合には，いずれ

の期間についてもその指示された回数)とし，その

都度必要と認められる時間 

⑻ 妊娠中の女性の会計年度任用職員が通勤に利用する交通機関の

混雑の程度が母体又は胎児の健康保持に影響があると認める場合 

当該会計年度任用職員について定められた勤務時

間の始め又は終わりにおいて1日を通じて1時間

を超えない範囲内で必要と認められる時間 

⑼ 妊娠中の女性の会計年度任用職員が請求した場合で，その者の

業務が母体又は胎児の健康保持に影響があると認めるとき 

当該会計年度任用職員が適宜休息し，又は補食す

るために必要な時間 

⑽ 会計年度任用職員が結婚する場合で，結婚式，旅行その他の結

婚に伴い必要と認められる行事等のため勤務しないことが相当で

あると認められるとき 

組合長の定める期間内における連続する5日の範

囲内の期間 

⑾ 会計年度任用職員（6月以上の任期が定められている者又は6

月以上継続勤務している者（週以外の期間によって勤務日が定め

られている者で1年間の勤務日が47日以下であるものを除

く。）に限る。）が夏季における盆等の諸行事，心身の健康の維

持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しないことが相当であ

ると認められる場合 

1の年の7月から9月までの期間内における，勤務

時間が割り振られていない日を除いて原則として

連続する3日の範囲内の期間 

⑿ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律(平

成10年法律第114号)により交通を制限され又は遮断された場合 

必要と認められる期間 

⒀ 会計年度任用職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないこ

とが相当であると認められる場合 

1の年度(4月1日から翌年の3月31日までをい

う。以下同じ。)において5日(当該通院等が体外

受精その他の組合長が定める不妊治療に係るもの

である場合にあっては，10日)(勤務日ごとの勤務

時間の時間数が同一でない会計年度任用職員にあ

っては，その者の勤務時間を考慮し，組合長の定

める時間)の範囲内の期間 

6



 

 

⒁ 6週間(多胎妊娠の場合にあっては，14週間)以内に出産する予

定である女性の会計年度任用職員が申し出た場合 

出産の日までの申し出た期間 

⒂ 女性の会計年度任用職員が出産した場合 出産の日の翌日から8週間を経過する日までの期

間(産後6週間を経過した女性の会計年度任用職員

が就業を申し出た場合において医師が支障がない

と認めた業務に就く期間を除く。) 

⒃ 会計年度任用職員が妻(届出をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。次号において同じ。)の出産に伴い勤務

しないことが相当であると認められる場合 

組合長が定める期間内における2日(勤務日ごとの

勤務時間の時間数が同一でない会計年度任用職員

にあっては，その者の勤務時間を考慮し，組合長

の定める時間)の範囲内の期間 

⒄ 会計年度任用職員の妻が出産する場合であってその出産予定日

の6週間(多胎妊娠の場合にあっては，14週間)前の日から当該出

産の日以後1年を経過する日までの期間にある場合において，当

該出産に係る子(地方公務員の育児休業等に関する法律(平成3年

法律第110号)第2条第1項に規定する子をいう。以下同じ。)又

は小学校就学の始期に達するまでの子(妻の子を含む。)を養育す

る会計年度任用職員が，これらの子の養育のため勤務しないこと

が相当であると認められるとき 

当該期間内における5日(勤務日ごとの勤務時間の

時間数が同一でない会計年度任用職員にあって

は，その者の勤務時間を考慮し，組合長の定める

時間)の範囲内の期間 

⒅ 会計年度任用職員（6月以上の任期が定められている者又は6

月以上継続勤務している者（週以外の期間によって勤務日が定め

られている者で1年間の勤務日が47日以下であるものを除

く。）に限る。）が負傷又は疾病のため療養する必要があり，そ

の勤務しないことがやむを得ないと認められる場合 

1の年度において別表第5の定める期間 

⒆ 生後1年に達しない子を育てる会計年度任用職員が，その子の

保育のために必要と認められる授乳等を行う場合 

1日2回それぞれ30分以内の期間(男性の会計年度

任用職員にあっては，その子の当該会計年度任用

職員以外の親(当該子について民法(明治29年法律

第89号)第817条の2第1項の規定により特別養子

縁組の成立について家庭裁判所に請求した者(当該

請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している

場合に限る。)であって当該子を現に監護するもの

又は児童福祉法(昭和22年法律第164号)第27条第

1項第3号の規定により当該子を委託されている同

法第6条の4第2号に規定する養子縁組里親であ

る者若しくは同条第1号に規定する養育里親であ

る者(同法第27条第4項に規定する者の意に反する

ため，同項の規定により，同法第6条の4第2号

に規定する養子縁組里親として委託することがで
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きない者に限る。)を含む。)が当該会計年度任用

職員がこの号の休暇を使用しようとする日におけ

るこの号の休暇(これに相当する休暇を含む。)を

承認され，又は労働基準法第67条の規定により同

日における育児時間を請求した場合は，1日2回そ

れぞれ30分から当該承認又は請求に係る各回ごと

の期間を差し引いた期間を超えない期間) 

⒇ 中学校就学の始期に達するまでの子(配偶者の子を含む。以下

この号において同じ。)を養育する会計年度任用職員(1週間の勤

務日が3日以上とされている者又は週以外の期間によって勤務日

が定められている者で1年間の勤務日が121日以上であるものに

限る。)が，その子の看護等(負傷し，若しくは疾病にかかったそ

の子の世話，疾病の予防を図るために必要なものとして組合長が

定めるその子の世話若しくは学校保健安全法（昭和33年法律第

56号）第20条の規定による学校の休業その他これに準ずるもの

として組合長が定める事由に伴うその子の世話を行うこと又はそ

の子の教育若しくは保育に係る行事のうち組合長が定めるものへ

の参加をすることをいう。)のため勤務しないことが相当である

と認められる場合 

1の年度において5日(その養育する中学校就学の

始期に達するまでの子が2人以上の場合にあって

は，10日)(勤務日ごとの勤務時間の時間数が同一

でない会計年度任用職員にあっては，その者の勤

務時間を考慮し，組合長の定める時間)の範囲内の

期間 

(21) 他に介護する者のいない疾病，負傷その他の事由により常時

介護を必要とする配偶者(届出をしないが，事実上婚姻関係と同

様の事情にある者を含む。)，父母，子，配偶者の父母，祖父

母，兄弟姉妹，孫その他組合長が定める者(以下「要介護者」と

いう。)の介護その他の組合長の定める世話を行う会計年度任用

職員(1週間の勤務日が3日以上とされている者又は週以外の期

間によって勤務日が定められている者で1年間の勤務日が121日

以上であるものに限る。)が，当該世話を行うため勤務しないこ

とが相当であると認められる場合 

1の年度において5日(要介護者が2人以上の場合

にあっては，10日)(勤務日ごとの勤務時間の時間

数が同一でない会計年度任用職員にあっては，そ

の者の勤務時間を考慮し，組合長の定める時間)の

範囲内の期間 

 

別表第３(第13条関係) 

事由 期間 

⑴ 要介護者の介護をする会計年度任用職員(申出の時点において，

1週間の勤務日が3日以上とされている者又は週以外の期間によ

って勤務日が定められている者で1年間の勤務日が121日以上であ

るものであって，引き続き在職した期間が1年以上であり，かつ，

当該申出において，指定期間の指定を希望する期間の初日から起

算して93日を経過する日から6月を経過する日までに，その任期

指定期間内において，必要と認められる期間 
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(任期が更新される場合にあっては，更新後のもの)が満了するこ

と及び引き続き採用されないことが明らかでないものに限る。)

が，当該介護をするため，当該会計年度任用職員の申出に基づき，

当該要介護者ごとに，3回を超えず，かつ，通算して93日を超えな

い範囲内で指定する期間(以下「指定期間」という。)内において

勤務しないことが相当であると認められる場合 

⑵ 要介護者の介護をする会計年度任用職員(休暇の承認を請求する

時点において，1週間の勤務日が3日以上とされている者又は週以

外の期間によって勤務日が定められている者で1年間の勤務日が

121日以上であるものであり，かつ，1日につき定められた勤務時

間が6時間15分以上である勤務日があるものであって，引き続き在

職した期間が1年以上であるものに限る。)が，当該介護をするた

め，当該要介護者ごとに，連続する3年の期間(当該要介護者に係

る指定期間と重複する期間を除く。)内において1日の勤務時間の

一部につき勤務しないことが相当であると認められる場合 

当該連続する3年の期間内において，定められた勤

務時間の始め又は終わりにつき，1日を通じて2時間

(当該会計年度任用職員について1日につき定めら

れた勤務時間から5時間45分を減じた時間が2時間を

下回る場合は，当該減じた時間)の範囲内(育児休業

法第19条第1項の規定による部分休業の承認を受け

て勤務しない時間がある日については，当該2時間

から当該部分休業の承認を受けて勤務しない時間

を減じた時間)で必要と認められる時間 

⑶ 女性の会計年度任用職員が生理日における就業が著しく困難な

ため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合 

必要と認められる期間 

⑷ 女性の会計年度任用職員が母子保健法(昭和40年法律第141号)の

規定による保健指導又は健康診査に基づく指導事項を守るため

勤務しないことがやむを得ないと認められる場合 

必要と認められる期間 

⑸ 会計年度任用職員が公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による

負傷若しくは疾病のため療養する必要があり，その勤務しないこ

とがやむを得ないと認められる場合 

必要と認められる期間 

⑹ 会計年度任用職員が骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血幹細

胞移植のための末梢血幹細胞の提供希望者としてその登録を実

施する者に対して登録の申出を行い，又は配偶者，父母，子及び

兄弟姉妹以外の者に，骨髄移植のため骨髄若しくは末梢血幹細胞

移植のため末梢血幹細胞を提供する場合で，当該申出又は提供に

伴い必要な検査，入院等のため勤務しないことがやむを得ないと

認められるとき 

必要と認められる期間 
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職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和８年３月31日

茨城県市町村総合事務組合  

組合長 松 丸 修 久

組合規則第５号

職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

職員の給与に関する規則（昭和50年組合規則第７号）の一部を次のように改正する。

第９条第２項第２号中「以上」の次に「（満18歳に達する日後の最初の４月１日から満22歳に達する日

以後の最初の３月31日までの間にある者にあっては，年額1,500,000円以上）」を加える。

第24条第１項中「条例第13条第１項の」の次に「職員たる」を加え，同条第１項及び第２項中「通勤手

当の月額」を「通勤手当の額」に改める。

第 28条第１項第１号中「条例第 13条第６項」を「条例第 13条第７項」に改め，同項第２号中「平均１

箇月当たりの通勤所要回数分」を「１箇月当たりの平均通勤所要回数分」に改める。

第29条中「平均1箇月当たりの通勤所要回数」を「1箇月当たりの平均通勤所要回数」に改める。

第30条中「通勤手当の月額」を「通勤手当の額」に改め，同条第３号中「運賃相当額」を「運賃等相当

額等」に改める。

第31条の２第２項第１号中「10キロメートル」を「当該通勤距離の100分の25」に改める。

第31条の４第１項中「第２条に規定する」を「最初の月の第２条に規定する」に改める。

第31条の６第１項第３号中「停職にされた場合であって，これらの期間が２以上の月にわたることとな

るとき。」を「停職にされた場合（これらの期間の初日の属する月又はその翌月に復職し，又は職務に復帰

することとなる場合を除く。）」に改め，同条第２項第１号中「（同号の改定後に１箇月当たりの通勤手当

算出基礎額」を「（同号の改定後に１箇月当たりの運賃等相当額」に改める。

第 32条第２項中「育児休業法第 19条第１項に規定する部分休業（１日の勤務時間の全部について勤務

しないこととなる場合のものに限る。）により，」を削り，「停職にされた場合であって，これらの期間が

２以上の月にわたることとなったとき（次項に規定する場合に該当しているときを除く。）」を「停職にさ

れた場合（これらの期間の初日の属する月又はその翌月に復職し，又は職務に復帰することとなる場合及

び次項に規定する場合に該当しているときを除く。）に」に改め，「又は職務に復帰した日」を「職務に復
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帰し又は再び勤務するに至った日」に改める。 

第35条中「通勤手当の月額」を「通勤手当の額」に改める。 

第51条第１項及び第51条の２第２項中「在職した」を「勤務した」に改める。 

第59条第１号中「６月に支給する場合においては100分の315」を「100分の318.75」に，「100分の375），

12月に支給する場合においては 100分の 322.5（特定幹部職員にあっては 100分の 382.5）」を「100分の

378.75）」に改め，同条第２号中「６月に支給する場合においては100分の150」を「100分の 153.75」に，

「100分180，12月に支給する場合においては100分の157.5（特定幹部職員にあっては，100分の187.5）)」

を「100分の183.75）」に改める。 

  附 則 

 この規則は，令和８年４月１日から施行する。 
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職員の初任給，昇格，昇給等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

令和８年３月31日 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 松 丸 修 久 
組合規則第６号 

職員の初任給，昇格，昇給等に関する規則 

の一部を改正する規則 

職員の初任給，昇格，昇給等に関する規則（昭和 50 年組合規則第８号）の一部を次のように改正する。 

別表第５を次のように改める。 

別表第５(第６条関係) 

経験年数換算表 

経歴 換算率 備考 

国，地方公共団体，旧公共企

業体，政府関係機関，外国政

府又は民間における企業体，

団体等の職員としての在職

期間 

職員としての職務にその経験

が直接役立つと認められる職

務に従事した期間（常時勤務

に服する者として職務に従事

した期間又はこれに準ずる期

間に限る。） 

100／100   

その他の期間 100／100以下  

学校又は学校に準ずる教育機関における在学期間 100／100以下 在学期間は，正規の修学

年数の範囲内とする。 

その他の期間 職員としての職務にその経験

が直接役立つと認められる職

務に従事した期間 

100／100以下   

その他の期間 25／100以下 部内の他の職員との均衡

を著しく失する場合及び

教育職給料表の適用を受

ける職員に適用する場合

は，100分の50以下 

備考 

 初任給基準表に本表と異なる定めをした場合は，その定めによるものとする。 

   附 則 

 この規則は，令和８年４月１日から施行する。 
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市町村非常勤職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

令和８年６月１日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 松 丸 修 久 

 

組合規則第７号 

市町村非常勤職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の 

一部を改正する規則 

市町村非常勤職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（昭和50年組合規則第17号）の一部を次の

ように改正する。 

 第８条中「315,000円」を「330,000円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２  改正後の第８条の規定は，令和８年４月１日以後に支給すべき事由が生じた葬祭補償について適用し，

同日前に支給すべき事由が生じた葬祭補償については，なお従前の例による。 
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職員の服務規程等の一部を改正する訓令をここに公布する。 

 

令和８年３月26日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 松 丸 修 久 

 

組合訓令第１号 

職員の服務規程等の一部を改正する訓令 

 （職員の服務規程の一部改正） 

第１条 職員の服務規程（昭和62年組合訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

  第17条ただし書中「課長補佐」の次に「及び主査」を加える。 

 （職員希望降任制度実施規程の一部改正） 

第２条 職員希望降任制度実施規程（平成25年組合訓令第３号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「課長補佐」の次に「及び主査」を加える。 

   附 則 

 この訓令は，令和８年４月１日から施行する。 
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茨総告示第６号  

 

令和７年度補正予算の要領は、次のとおりである。 

 

令和８年３月 31日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 松 丸 修 久 
 

記 

 

１ 令和７年度茨城県市町村総合事務組合一般会計補正予算(第１号) 

令和７年度茨城県市町村総合事務組合 

一般会計補正予算(第１号) 

令和７年度茨城県市町村総合事務組合一般会計補正予算(第１号)は、次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 221,500千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ 16,291,500千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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第１表 

令和７年度茨城県市町村総合事務組合 

一般会計歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 既 定 額 補 正 額 計 

 

１負担金 

 千円 

15,545,320 

千円 

293,000 

千円 

15,838,320 

 １退職手当負担金 15,453,650 293,000 15,746,650 

３財産収入  78,340 24,000 102,340 

 １財産運用収入 78,340 24,000 102,340 

４繰入金  224,153 △100,000 124,153 

 ２基金繰入金 212,003 △100,000 112,003 

６諸収入  11,127 4,500 15,627 

 ２預金利子 3,700 4,500 8,200 

補正されなかった款項に係る額 211,060  211,060 

歳 入 合 計 16,070,000 221,500 16,291,500 

 

歳 出 

款 項 既 定 額 補 正 額 計 

 

３事業費 

 千円 

9,633,110 

千円 

△1,068,500 

千円 

8,564,610 

 １退職手当給付費 9,206,400 △956,500 8,250,470 

 ２消防公務災害補償費 33,030 △5,000 28,030 

 ３消防賞じゅつ金 13,700 △7,000 6,700 

 ５会館管理費 363,230 △100,000 263,230 

４積立金  6,233,000 1,290,000 7,523,000 

 １積立金 6,233,000 1,290,000 7,523,000 

補正されなかった款項に係る額 203,890  203,890 

歳 出 合 計 16,070,000 221,500 16,291,500 
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茨総告示第７号

市町村非常勤職員の公務災害補償等に関する条例（昭和５０年組合条例第２７号）第６条の

２及び第６条の３の規定に基づき、令和７年４月１５日茨総告示第６号（市町村非常勤職員の公

務災害補償等に関する条例第６条の２及び第６条の３の規定に基づき組合長が最低限度額として

定める額及び最高限度額として定める額）の一部を次のように改正する。

令和８年４月１６日

茨城県市町村総合事務組合  

組合長 松 丸 修 久

表を次のように改める。

年齢階層 最低限度額 最高限度額

20 歳未満 5,799 円 14,597 円

20 歳以上 25 歳未満 6,260 円 14,597 円

25 歳以上 30 歳未満 6,874 円 16,191 円

30 歳以上 35 歳未満 7,157 円 19,610 円

35 歳以上 40 歳未満 7,534 円 22,499 円

40 歳以上 45 歳未満 7,697 円 24,084 円

45 歳以上 50 歳未満 8,007 円 26,238 円

50 歳以上 55 歳未満 7,821 円 26,868 円

55 歳以上 60 歳未満 7,536 円 27,949 円

60 歳以上 65 歳未満 6,450 円 23,237 円

65 歳以上 70 歳未満 4,400 円 17,755 円

70 歳以上 4,400 円 14,597 円

   附 則 

この告示による改正後の規定は、令和８年４月１日以後の期間に係る年金たる補償に係る

補償基礎額及び同日以後に支給すべき事由が生じた休業補償に係る補償基礎額について適用

し、同日前の期間に係る年金たる補償に係る補償基礎額及び同日前に支給すべき事由が生じ

た休業補償に係る補償基礎額については、なお従前の例による。
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